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№ 1-1㋐  項  目 保育所等での子育て支援 
 

 

  

担当課 保育・幼稚園課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 ひとり親家庭児童の保育所の優先入所・保育料の一部軽減 

内容 

定員が19人以下の地域型保育が創設され、保育を必要とする子どもについては、従来の保育所機能部分だけではなく、地域型保育についても、市町村が利用調整を行うこと

になった。入所審査をする際には、入所選考基準表により各家庭の保育の必要性を点数化し、優先度の高い子どもから入園を決定する。ひとり親家庭については、入所優先度

が高くなるよう配慮している。保育料は、世帯の市民税額に応じて定められているが、ひとり親家庭の市民税非課税世帯に該当する場合は、保育料を減免とするなど、経済的

負担の軽減を図っている。また、保育料の算定にあたり、未婚のひとり親家庭については、市民税の寡婦控除をみなし適用することにより、さらに保育料軽減を図る。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 

平成27年度から「子ども・子育て支援新制度」が施行されたが、ひとり親家庭に対する優先入所や保育料の一部軽減の

支援策については、今までと同様に継続して実施する。 
  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

・ひとり親世帯について、入所の優先度を引

き続き高めた。 

・未婚のひとり親世帯への保育料軽減とし

て、未婚のひとり親は税法上、寡婦控除が

認められていないが、従来から未婚のひと

り親への経済的支援策として、寡婦控除を

適用した税額を算定したうえで保育料を

決定することにしている。 

 

（平成31年3月現在） 

ひとり親家庭保育料無料児童  883人 

ひとり親家庭保育料軽減児童数 218人 

全児童数          8,058人 

（認定こども園、地域型保育含む） 

・ひとり親世帯について、入所の優先度を引き続き高めた。 

・未婚のひとり親世帯への保育料軽減として、従来から未婚の

ひとり親への経済的支援策として、寡婦控除を適用した税額

を算定したうえで保育料を決定している。 

 

（令和2年3月現在） 

ひとり親家庭保育料無料児童 1,058人 

ひとり親家庭保育料軽減児童数  42人 

全児童数          8,320人 

（認定こども園、地域型保育含む） 

 

特になし。 

 

 
 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【１．子育て、生活支援の充実】 



2 

 

 
 

№ 1-1㋑  項  目 保育所等での子育て支援 
 

 

  

担当課 保育・幼稚園課 数値目標等 松山市子ども・子育て支援事業計画値 

 

事業概要 
  

事業 延長保育・一時預かり事業 

内容 

平成27年4月から施行された「子ども・子育て支援新制度」により、「地域子ども・子育て支援事業」に位置付けられた、11時間の開所時間を超えて保育所等で保育を実施

する「延長保育」や、1カ月64時間未満の就労や疾病等で心理的・肉体的負担解消のため保育所等の在園児以外を対象とする一般型などの「一時預かり事業」を実施。各事業

の利用料については、市民税非課税世帯に該当するひとり親家庭は、利用料を無料とし、経済的負担の軽減を図る。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 

平成２７年度から「子ども・子育て支援新制度」が施行され、平成２７年３月に策定した「松山市子ども・子育て支援

事業計画」に基づき、ニーズ量に応じた各種保育事業を実施します。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

【松山市子ども・子育て支援事業計画30年

度実績】 

 量の見込み     見込み/実績値 

 延長保育     4,510人/3,637人 

※年間利用人数 

 

 一時預かり事業 実績値 

（一般型）     74,062人 

（余裕活用型）    1,896人 

※年間延べ利用人数 

 

 

 

【松山市子ども・子育て支援事業計画元年度実績】 

 量の見込み     見込み/実績値 

 延長保育     4,591人/3,587人 

※年間利用人数 

 

 一時預かり事業 実績値 

（一般型）      64,604人 

（余裕活用型）      884人 

※年間延べ利用人数 

 

 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【１．子育て、生活支援の充実】 
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№ 1-2㋐  項  目 保育所等以外での子育て支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 松山市子ども・子育て支援事業計画値 

 

事業概要 
  

事業 子育て短期支援事業・ショートステイ（短期入所生活援助事業）・トワイライトステイ（夜間養護等事業） 

内容 
保護者が病気、家庭の事情、冠婚葬祭等の理由により児童を養育することが一時的に困難となった場合や、経済的な理由等により緊急一時的に母親と児童を保護することが

必要な場合に、児童養護施設等にて、連続7日間以内で児童等のショートステイ（短期入所生活援助事業）・トワイライトステイ（夜間養護等事業）を実施している。 

なお、市民税非課税世帯に該当するひとり親家庭は、利用者負担金を無料とし、経済的負担の軽減を図っている。 
  

対象 母子・父子 
  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
事業の周知等に努めるとともに、ひとり親家庭が利用しやすい環境づくりに努めていく。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

父子家庭利用実績 

ショートステイ    延べ児童 0人、0日 

トワイライトステイ   延べ児童 0人、0日 

・母子家庭利用実績 

ショートステイ    延べ児童79人・母1人、380日 

トワイライトステイ  延べ児童 0人、0日 

・一般世帯利用実績 

ショートステイ    延べ児童 8人・母0人、31日 

トワイライトステイ  延べ児童14人、14日 

<合計>  

ショートステイ    延べ児童87人・母1人、411日 

トワイライトステイ  延べ児童14人、14日 

・申請理由 

 保護者の疾病…延べ 11件 

社会的な事由（仕事や冠婚葬祭、公的行事への参加等）…延

べ 19件 

精神的な事由（育児疲れ・ノイローゼ）…延べ 33件 

家庭養育上の事由（出産や事故、災害、緊急一時保護等)…

延べ 8件 

・周知方法 

 広報や「ひとり親家庭のしおり」に掲載し周知に努めている。 

父子家庭利用実績 

ショートステイ    延べ児童 6人、12日 

トワイライトステイ   延べ児童 0人、0日 

・母子家庭利用実績 

ショートステイ    延べ児童120人・母2人、591日 

トワイライトステイ  延べ児童 53人、53日 

・一般世帯利用実績 

ショートステイ    延べ児童19人・母1人、114日 

トワイライトステイ  延べ児童0人、0日 

<合計>  

ショートステイ    延べ児童145人・母3人、717日 

トワイライトステイ  延べ児童53人、53日 

・申請理由 

 保護者の疾病…延べ 28件 

社会的な事由（仕事や冠婚葬祭、公的行事への参加等）…延べ 71件 

精神的な事由（育児疲れ・ノイローゼ）…延べ 33件 

家庭養育上の事由（出産や事故、災害、緊急一時保護等)…延べ 8件 

・周知方法 

 広報や「ひとり親家庭のしおり」に掲載し周知に努めている。 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【１．子育て、生活支援の充実】 



4 

 

 
 

№ 1-2㋑  項  目 保育所等以外での子育て支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 松山市子ども・子育て支援事業計画値 

 

事業概要 
  

事業 ファミリー・サポート・センター事業（育児） 

内容 
保育所・放課後児童クラブ等では対応が困難な保育ニーズ等に対応して、「援助を受けたい者（依頼会員）」と「援助を行いたい者（提供会員）」をセンターに会員として登録

し、援助が必要となった場合に両者の斡旋等を行い、援助活動（有料）を実施している。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 

利用料の助成により依頼会員の増加を図るとともに、依頼会員数と提供会員のバランスを保つ。また、より安全な援助

活動を行うため講習会を実施し、提供会員の知識及び技能の向上を図る。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

・より使いやすいサービスにするため、平成 26

年度から利用料の助成制度を開始している。 

・助成制度は、以下のとおり、ひとり親家庭に

手厚い内容としている。 

①ひとり親家庭（児童扶養手当受給者） 

1カ月5時間まで無料 

②①以外の家庭  

1カ月2時間30分まで無料 

平成31年3月末現在 

育児依頼会員総数  870人 

育児提供会員総数  528人 

両方会員       25人 

育児延活動件数   8,092件 

病児・病後児預かり件数  0件 

・より使いやすいサービスにするため、平成 26年度から利用料の

助成制度を開始している。 

・助成制度は、以下のとおり、ひとり親家庭に手厚い内容としてい

る。 

①ひとり親家庭（児童扶養手当受給者） 

1カ月5時間まで無料 

②①以外の家庭  

1カ月2時間30分まで無料 

令和2年3月末現在 

育児依頼会員総数  826人 

育児提供会員総数  526人 

両方会員       26人 

育児延活動件数   6,284件 

病児・病後児預かり件数  1件 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【１．子育て、生活支援の充実】 
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№ 1-2㋒  項  目 保育所等以外での子育て支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 松山市子ども・子育て支援事業計画値 

 

事業概要 
  

事業 児童クラブ運営事業 

内容 昼間、就労等により保護者のいない家庭の小学生を対象に、適切な遊び及び生活の場を提供できるように、市内105か所の児童クラブ（有料）を設置している。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
ひとり親家庭のも含め増加傾向にある利用希望者の動向に応じた施設の拡充や整備に努める。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

平成 29 年度に行ったクラブ増設等により、平

成30年度は 105箇所で事業を実施した。 

 施設整備や支援員の処遇改善を行ったこと

に加え、令和元年度から社会保険に加入する

運営委員会の社会保険料事業主負担を市が負

担する費用を計上している。また、社会保険

の加入促進等を図るため、社会保険等の専門

家である社会保険労務士に社会保険料算出等

の事務を委任する場合は市がその費用を負担

して、支援員がより働きやすい職場環境を整

備することができた。 

 

施設数   105箇所→（増設等後）108箇所 

利用児童数 5,255人 

平成30年度に行ったクラブ増設等により、令和元年度は108箇所

で事業を実施した。 

令和元年度もクラブ室を整備したことに加え、社会保険に加入す

る運営委員会の社会保険料事業主負担を市が負担した。 

また、社会保険の加入促進等を図るため、社会保険等の専門家

である社会保険労務士に事務を委任する場合は市がその費用を

負担して、児童クラブの充実に努めた。 

 

施設数   108箇所→（増設等後）114箇所 

利用児童数 5,344人 

令和元年度に行ったクラブ増設等により、令和2年

度は 114箇所で事業を実施している。 

 令和 2年度も引き続きクラブ室を整備するとともに、

児童クラブ運営委員会と協力して、支援員がより働

きやすい職場環境を整備し、児童クラブの充実を図

っていく。 

 

施設数   114箇所→（増設等後）118箇所予定 

 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【１．子育て、生活支援の充実】 
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№ 1-3㋐  項  目 生活支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 日常生活支援事業 

内容 
ひとり親家庭等の保護者が疾病等により、一時的に生活援助が必要な場合、1回2時間、年間7日以内で生活支援を行うものを利用希望者の居宅に派遣（有料）している。 

なお、市民税非課税世帯に該当するひとり親家庭等は、利用者負担金を無料とし、経済的負担の軽減を図っている。 

  

対象 母子・父子・寡婦 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
事業の周知について方法や内容を見直し、広く啓発に努めるとともに、より利用しやすい環境整備につとめる。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

利用件数     ０件 

 

利用件数      ３件〔１２，5時間〕 

利用世帯      母子世帯 2件 

        父子世帯 1件 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【１．子育て、生活支援の充実】 
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№ 1-3㋑  項  目 生活支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 母子生活支援施設整備事業 

内容 
母子家庭の母と18歳未満の児童又はこれに準ずる事情のある母子が、安心して生活をしていくことができるように、母子生活支援施設である松山市小栗寮への入所を実施し、

自立促進のための生活支援を行っている。 

  

対象 母子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 

施設が老朽化しているため、耐震工事、居室等の改修の整備について計画年次中に実施予定。 

整備完了後は、DV被害等により保護が必要な世帯への支援を行う。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

・母子支援員と入所している母子家庭の母の面

談等の実施により、自立に向けて取り組む。 

・整備完了後は、DV被害等により保護が必要

な世帯への支援を行う。 

 

入所世帯（Ｈ31年3月末時点）   3世帯（6名） 

 

・母子支援員と入所している母子家庭の母の面談等の実施により、

自立に向けて取り組む。 

・整備完了後は、DV被害等により保護が必要な世帯への支援を行

う。 

 

入所世帯（Ｒ2年3月末時点）   4世帯（9名） 

 

 

特になし。 

達成度 

 
 年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

 

施  策 【１．子育て、生活支援の充実】 
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№ 1-3㋒  項  目 生活支援 
 

 

  

担当課 住宅課 数値目標等 年間目標入居世帯数 ４０世帯 

 

事業概要 
  

事業 市営住宅への入居申込の優遇措置 

内容 

ひとり親家庭については、市営住宅の入居申込みにあたり優先枠を設け、ひとり親家庭世帯や高齢者世帯などの優先対象世帯のみで優先枠の入居抽選を行ったのちに、優先

対象世帯とその他の世帯で優先枠以外の入居抽選を行うなど、ひとり親家庭が市営住宅に入居しやすい運用を行っている。 

また、母子家庭については、母子専用住宅を20戸設置しており、母子家庭の状況に配慮した住環境を整えている。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
今後についても引き続き優遇措置に配慮し、ひとり親家庭の入居推進を図る。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

「定期募集・随時募集・特定入居」 

・入居申込数        825世帯 

(うちひとり親世帯数)   141世帯 

・入居世帯数        115世帯 

(うちひとり親世帯数）   30世帯 

 

「第一和泉団地新規募集」 

・入居申込数        434世帯 

(うちひとり親世帯数)    83世帯 

・入居世帯数         85世帯 

(うちひとり親世帯数）   21世帯 

※第一和泉団地の建替完了に伴い、新規

入居者を募集した。 

 

「定期募集・随時募集・特定入居」 

・入居申込数        841世帯 

(うちひとり親世帯数)   190世帯 

・入居世帯数        152世帯 

(うちひとり親世帯数）   57世帯 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【１．子育て、生活支援の充実】 
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№ 1-3㋓  項  目 生活支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課・生活福祉総務課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 子どもの学習支援事業 

内容 
ひとり親家庭の児童は、精神面や経済面で不安定な状況におかれていることにより、学習や進学の意欲が低下したり、十分な教育が受けられず、児童の将来に不利益な影響を
与えかねない。このため、ひとり親家庭の児童の学習を支援したり、児童から気軽に進学相談を受けることができる学生等のボランティアを活用し貧困の連鎖を防止する。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 

ひとり親家庭の児童の教育格差を是正するため、地域の施設に学習の場を設置し、ボランティア等による教育支

援の実施について検討する。 
  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

・平成30年度から開催場所を1カ所増やし市内3

カ所で「松山市子ども健全育成事業（土曜塾）」

を実施。 

・平成 30年 4月 1日時点で児童扶養手当全部支

給世帯のうち、中学生がいる世帯（739世帯）に

対しチラシ及び申込書を送付 

・ひとり親世帯59名の登録、延べ516人の参加 

毎週土曜日に市内 3 ヶ所で「松山市子ども健全育成事業（土

曜塾）」を実施 

・平成31年4月1日時点で児童扶養手当全部支給世帯のうち、

中学生がいる世帯（873世帯）に対しチラシ及び申込書を送付 

・ひとり親世帯78名の登録、延べ809人の参加 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【１．子育て、生活支援の充実】 
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№ 2-1㋐  項  目 能力向上のための支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 利用者数18人 

 

事業概要 
  

事業 自立支援教育訓練給付金支給事業 

内容 ひとり親家庭の親が、職業能力開発の教育訓練講座を受講した場合、受講料の一部について助成し、自立の促進を図る。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 

「松山市資格取得等助成金事業」との併給が可能であり、事業の周知内容や方法を検討しながら実施し、利用の拡

大に努める。 
  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

事業修了者数19人 

就業者数19人  （就業率100%） 

 

 受講講座は19人の内訳は、介護福祉実務者研

修が 17 人、助産師が 1 人、医療事務講座が 1

人。就業状況については、事業修了者全員が取

得した資格に関連する事業所に就職している。 

 広報活動としては、児童扶養手当現況届けの

際にパンフレットを配布、公共職業安定所と案

内等の面で連携している。地域経済課で行って

いる市資格取得等助成金事業との併用が可能に

なり、支援を拡大している。また、平成29年8

月から雇用保険法の教育訓練給付金との併用が

可能になり、利用者が増加している。 

事業修了者 8人 

就業者数  7人 

 

 受講講座の8人の内訳は、介護職員初任者研修が1人、介護

福祉実務者研修が2人、ケアマネジャーが1人、社会福祉士が

2人、登録販売者が 1人、精神保健福祉士が 1人。就業状況に

ついては、6 人が取得した資格に関連する事業所へ就職し、1

人が自営業、1人が疾病による休職となった。 

 広報活動については、児童扶養手当現況届の時期のパンフレ

ット配布や公共職業安定所と案内等の面で連携を行っている。 

 また、令和元年度４月から対象講座をこれまでの一般教育訓

練対象講座に専門実践教育訓練対象講座を加え、25人から給付

金の指定講座申請があった。 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

 
 

施  策 【２．就業支援の充実】 

施  策 【２．就業支援の充実】 
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№ 2-1㋑  項  目 能力向上のための支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 利用者数６０人 

 

事業概要 
  

事業 高等職業訓練促進給付金等支給事業 

内容 ひとり親家庭の親が、専門的な資格取得を目指して専門学校等に１年以上通い、資格の取得が見込まれる場合に、一定期間、給付金を支給し、自立の促進を図る。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 

就職に有利な資格の取得がしやすくなるため、この事業の周知等を図り、支給期間の拡充などを検討し、利用者の

拡大に努める。 
  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

利用人数 （受給者数）38人 

（29年度から継続支給26人、新規受給12人 

 ※29年度から継続支給予定者のうち2人が退学

による資格喪失） 

修了者数     6人 

（うち就業者数  5人、就業率83％） 

31年度への継続者数 30人 

受給者の主な資格は、准看護師 14人、看護師

12人で約68％となっており、その他は鍼灸師、美

容師、保育士、作業療法士などである。 

 広報活動としては、児童扶養手当現況届受付の

際にパンフレットを配布し、年に一度広報紙に情

報を記載している。 

 修業終了後の状況を確認した結果、5人中 4人

が資格を活かした就業となっている。 

 

利用者数（受給者数） 55人 

（30年度から継続支給31人、新規受給24人） 

修了者数  13人 

（うち就業者数 12人、就職率92％） 

令和2年度以降の継続者数  37人 

 受給者の主な資格は、准看護師20人、看護師22人で約76％と

なっており、その他は鍼灸師、保育士などである。修了者の雇用

形態の内訳は、正職員8人、パート 3人、自営1人であり、取得し

た資格を活かした就労先になっている。 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  
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№ 2-1㋒  項  目 能力向上のための支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ＰＣ講習20人  訪問介護養成講習１0人 

 

事業概要 
  

事業 就業支援講習会 

内容 ひとり親家庭の親とその子及び寡婦を対象に、パソコン講習・介護職員初任者研修講習会等、就労に際して必要な知識や技能を身に付ける講習を実施している。 

  

対象 母子・父子・寡婦とその子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
実績の少ない実施科目については、内容等の見直しを検討し、利用者の拡大に努める。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

・パソコン講座        

講習修了者 6人 （内、就業者2人）  

・介護職員初任者研修   

講習修了者 4人 （内、就業者2人） 

 

・パソコン講座 

  講習修了者 4人 （内、就業者1人） 

・介護職員初任者研修 

  講習修了者 5人 （内、就業者2人） 

 

パソコン講座の実施時期を例年５月中旬から開始

していたものを、９月に実施することとし、事業の

広報周知を充実させる。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【２．就業支援の充実】 
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№ 2-1㋓  項  目 能力向上のための支援 
 

 

  

担当課 地域経済課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 資格取得等助成金事業 

内容 
資格取得や職業能力の開発向上のために、厚生労働大臣が指定する訓練講座を受講・修了した求職者を対象に、訓練講座受講に係る費用の一部を助成金として支給していま

す。 

  

対象 母子・父子・寡婦 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
事業の周知等を図り、利用の拡大に努める。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

国の給付制度を受給できない求職者を対象とし、資格取得

や職業能力の開発・向上のために厚生労働大臣指定教育訓

練講座に係る費用の一部を助成金として支給しています。 

【平成30年度実績】（平成31年3月31日現在） 

 認定者数       4名 

 支給者数        5名 

 就職者数       2名（非正規2名） 

 

（※講座終了が年度を超える場合や、講座終了後に就職活

動を行う求職者が多く、認定・支給を受けてすぐに就職に

至らないケースが多いため、追跡調査を行い、就職状況を

確認している。上記実績はH31.3末の数字であるため、就

職者数は増加する見込みである) 

国の給付制度を受給できない求職者を対象とし、資格取得や職業能力の開発・向上のために厚

生労働大臣指定教育訓練講座に係る費用の一部を助成金として支給しています。令和元年 10

月1日からは、国の特定一般教育訓練（給付率40％）新設と同じタイミングで同講座を支給対

象に加えています。 

【令和元年度実績】（令和2年3月31日現在） 

 認定者数       8名 

 支給者数        5名 

 就職者数       2名（非正規2名） 

 

（※講座終了が年度を超える場合や、講座終了後に就職活動を行う求職者が多く、認定・支給

を受けてすぐに就職に至らないケースが多いため、追跡調査を行い、就職状況を確認している。

上記実績はR2.3末の数字であるため、就職者数は増加する見込みである) 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【２．就業支援の充実】 
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№ 2-1㋔  項  目 能力向上のための支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 年間目標受講者数 ２０人 

 

事業概要 
  

事業 高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 

内容 ひとり親家庭の親子が高等学校卒業程度認定試験の講座を受講した場合に、受講料の一部を助成し、学び直しを支援する。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
事業の実施に向け検討し、周知等を図り、利用の拡大に努める。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

・松山市内の高等学校卒業程度認定試験対

策を行う唯一の学校である、第一学院高等

学校松山キャンパスに対し、本事業の周知

をお願いした。 

 

 

平成30年度実績 

 利用件数      0件 

 

 

 

・松山市内の高等学校卒業程度認定試験対策を行う唯一の学校であ

る、第一学院高等学校松山キャンパスに対し、本事業の周知をお願

いした。 

 

 

平成31年度実績 

    利用件数      0件 

 

 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

  

 

施  策 【２．就業支援の充実】 
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№ 2-2㋐  項  目 就業機会の創出支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 策定件数２０件 

 

事業概要 
  

事業 自立支援プログラム策定事業 

内容 
児童扶養手当受給者の自立を促進するために、プログラム策定員が個々の状況に応じた自立支援プログラムを作成し、ハローワーク等と連携して継続的な自立・就労支援を

行っている。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
事業の周知等を図り、利用の拡大に努める。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

策定件数       13件 

平成 30年 3月に本庁別館 1階に松山市福

祉・就労支援室を開設し利便性の向上が図ら

れたこともあり策定数が増加となった。 

事業の利用については、就労・転職相談者

や資格取得給付金の利用後に就業に至らな

い者に対し、本事業の利用を案内した。また、

児童扶養手当現況届受付時に配布するひと

り親のしおりに掲載し周知を図った。 

策定件数      8件 

 

就労相談や資格取得に伴う給付金受給者等に対し、本事業の利用案内

を行い、総合的な支援として活用した。 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

 

施  策 【２．就業支援の充実】 
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№ 2-2㋑  項  目 就業機会の創出支援 
 

 

  

担当課 地域経済課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 テレワーク在宅就労促進事業就労奨励金及び発注奨励金交付事業 

内容 
就職困難者及び在宅で働くことを希望する人の雇用機会の創出及び拡大を図るため、テレワークによる在宅で業務を行う人を雇用等する事業者に対し就労奨励金を、左記事

業者にテレワーク業務を発注する事業者に対し、発注額の10％を奨励金とする発注奨励金を交付する。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
事業の適正な執行に努めつつ、継続する。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

＜松山市テレワーク在宅就労促進事業＞ 

テレワークの更なる拡大のため常用雇用やパー

トや個人請負等で就業させる事業所に対して就

労奨励金を、テレワーク業務の受注量の安定的

確保のため発注先に対する発注奨励金を交付し

た。 

指定事業所 7社（就労奨励金交付件数 2社…

23名） 

発注奨励金交付件数 16件 

 

 

 

 

＜松山市テレワーク在宅就労促進事業＞ 

テレワークの更なる拡大のため常用雇用やパートや個人請負等で就

業させる事業所に対して就労奨励金を、テレワーク業務の受注量の

安定的確保のため発注先に対する発注奨励金を交付した。 

指定事業所 7社（就労奨励金交付件数 2社…27名） 

発注奨励金交付件数 14件 

  

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【２．就業支援の充実】 
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№ 3-１㋐  項  目 経済的支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 児童扶養手当支給事業 

内容 ひとり親家庭の生活の安定と自立を促し、児童の福祉の増進を図ることを目的に、児童扶養手当を支給している。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
現況届提出時の面接等を通して、事業の適正な執行に努める。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

児童扶養手当受給資格者（Ｈ31.3）   

5,695人 

         

 うち 手当全部支給者   3,300人 

         

    手当一部支給者   1,907人 

 

手当支給停止者    488人  

 

児童扶養手当受給資格者（Ｒ.2）   

5,536人 

         

 うち 手当全部支給者   3,109人 

         

    手当一部支給者   1,904人 

 

手当支給停止者    523人 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【３．経済的支援の充実】 
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№ 3-1㋑  項  目 経済的支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 ひとり親家庭医療助成事業 

内容 
ひとり親家庭の経済的負担の軽減を図るために、保険診療による医療費の自己負担分を助成する。また、0歳から 6歳未就学児までの乳幼児、小学 1年生から中学 3年生ま

での児童に対する子ども医療助成事業も含め、医療費助成制度の周知に努める。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
事業の適正な執行に努めつつ継続していく。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

受給対象者 15,074人 

     （6,638世帯） 

 

 

受給対象者 14,420人 

     （6,335世帯） 

 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【３．経済的支援の充実】 
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№ 3-1㋒  項  目 経済的支援 
 

 

  

担当課 学校教育課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 就学の援助 

内容 
児童扶養手当受給者等を対象に、経済的な理由で小・中学校に児童・生徒を就学させることが困難な保護者に対して、学用品費・給食費などの援助を行い、義務教育の円滑

な実施を図る。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
適正な援助に努め、事業を継続していく。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

ひとり親家庭 

就学援助認定児童数（小学生）2,138人 

就学援助認定生徒数（中学生）1,337人 

 

・令和元年度新入学児童生徒を対象とし

て、新入学児童生徒学用品費等（入学準

備金）の支給時期の前倒しを実施 

ひとり親家庭 

新小学1年生（就学予定者） 109人 

新中学1年生（小学6年生） 364人 

 

 

 

 

ひとり親家庭 

就学援助認定児童数（小学生）2,132人 

就学援助認定生徒数（中学生）1,309人 

 

・令和２年度新入学児童生徒を対象として、新入学児童生徒学用品費

等（入学準備金）の支給時期の前倒しを実施 

ひとり親家庭 

新小学1年生（就学予定者） 131人 

新中学1年生（小学6年生） 390人 

 

 

 

 

 

特になし。 

 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【３．経済的支援の充実】 
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№ 3-1㋓  項  目 経済的支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 母子寡婦福祉資金貸付事業 

内容 ひとり親家庭に対して、その経済的自立と生活意欲の助長を図り、児童の福祉を増進するため、12種類の資金の貸付を行う。 

  

対象 母子・父子・寡婦 
  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 

 手続きの簡素化をはじめ、利用しやすい環境づくりについて検討するとともに、適正な貸付及び償還の向上に努め、

事業を継続する。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

（貸付実績）事業開始       0件 

         事業継続       0件 

修学資金     129件 

技能修得資金   10件 

修業資金       3件 

就職支度       0件 

生活資金       10件 

住宅資金       0件 

転宅資金       1件 

就学支度資金    59件 

合  計      212件 

（内、新規貸付108件） 

（徴収率） 

    29年度              30年度 

H30.3.31時点 43.7％ → H31.3.31時点 42.8％ 

（H30.5.31時点 46.8%） 

（貸付実績）事業開始       0件 

         事業継続       0件 

修学資金     127件 

技能修得資金   11件 

修業資金       4件 

就職支度       0件 

生活資金       3件 

住宅資金       0件 

転宅資金       1件 

就学支度資金    53件 

合  計      199件 

（内、新規貸付97件） 

（徴収率） 

            平成30年度         令和元年度 

H31.3.31時点 42.8％ → R2.3.31時点 46.3％ 

（H31.5.31時点 46.2%） 

国の施行令の改正に伴い、一部資金の貸付限度額が

引き上げとなった。 

(例)事業開始資金 2,870,000円→2,930,000円 

 事業継続資金 1,440,000円→1,470,000円 

 また、福祉資金貸付金の貸付を受けた者が支払期

日までに償還金等を支払わなかった場合の違約金

が5％→3％に引き下げられた。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施策 【３．経済的支援の充実】 
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№ 3-1㋔  項  目 経済的支援 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 子育て支援サービス利用料の助成 

内容 
ファミリー・サポート・センターやシルバー人材センターが実施する保育や送迎などの子育て支援サービス利用料を助成する。また、ひとり親家庭（児童扶養手当受給者）

を対象に助成額を増額する。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
利用料の助成により依頼会員の増加を図るとともに、依頼会員数と提供会員のバランスを保つ。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

ファミリー・サポート・センター事業 

・1カ月2時間30分まで無料 

（児童扶養手当受給者は1カ月5時間までの

利用料が無料） 

平成30年度実績 

 助成分の活動件数      7,519件 

 （うち児童扶養手当受給者  1,120件） 

 

イクじぃ・ばあばママサービス 

・1カ月5時間までの利用料金が半額 

（児童扶養手当受給者は 1カ月 10時間まで

の利用料が半額） 

平成30年度実績 

 助成分の活動件数        736件 

 （うち児童扶養手当受給者    22件） 

 

ファミリー・サポート・センター事業 

・1カ月2時間30分まで無料 

（児童扶養手当受給者は1カ月5時間までの利用料が無料） 

令和元年度実績 

 助成分の活動件数      5,949件 

 （うち児童扶養手当受給者  1,077件） 

 

イクじぃ・ばあばママサービス 

・1カ月5時間までの利用料金が半額 

（児童扶養手当受給者は1カ月10時間までの利用料が半額） 

令和元年度実績 

 助成分の活動件数        321件 

 （うち児童扶養手当受給者     0件） 

 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【３．経済的支援の充実】 
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№ 4-1㋐  項  目 情報提供と広報・啓発活動の推進 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 養育費の支払（取得）に関する情報提供と広報・啓発活動 

内容 
養育費の取得手続きなどについて、情報提供活動を推進する。また、「ひとり親家庭のしおり」の配布等により、養育費の支払（取得）に関する広報・啓発活動を推進すると

ともに、養育費について、相談から取得まで一貫した支援を行う。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
養育費確保に関する啓発や、より専門性の高い養育費相談業務の充実に努める。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

「ひとり親家庭のしおり」において、各種相

談として特別相談事業、養育費相談の窓口

を掲載している。 

また、松山市ホームページにも養育費相

談窓口を掲載している。 

 

 

「ひとり親家庭のしおり」において、各種相談として特別相談事業、養

育費相談の窓口を掲載している。 

また、松山市ホームページにも養育費相談窓口を掲載している。 

 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【４．養育費確保等の推進】 
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№ 4-1㋑  項  目 情報提供と広報・啓発活動の推進 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 面会交流に関する情報提供と広報・啓発活動 

内容 子どもの立場からの面会交流について、広報・啓発活動を推進する。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
 子どもの立場に立った適切な面会交流について、チラシやホームページ等にて、より積極的な情報提供に努める。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

「ひとり親家庭のしおり」において、各種相

談として特別相談事業、養育費相談の窓口

を掲載している。 

また、松山市ホームページにも養育費相

談窓口を掲載している。 

 

 

 

「ひとり親家庭のしおり」において、各種相談として特別相談事

業、養育費相談の窓口を掲載している。 

また、松山市ホームページにも養育費相談窓口を掲載している。 

 

 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【４．養育費確保等の推進】 
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№ 4-2㋐  項  目 相談体制の充実 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 母子・父子自立支援員等、弁護士による相談の充実 

内容  ひとり親家庭等を対象に、母子・父子自立支援員等が情報提供や助言を行い、状況に応じ弁護士による法律相談を行うなど養育費確保の推進に努める。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
相談者への適切な助言を継続する。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 養育費について母子・父子自立支援員から

弁護士等の専門家へ繋いだ実績はないが、

5-1㋐「母子・父子自立支援員等、弁護士に

よる相談の充実」の実績にあるように、平成

30年度は、2,770件の相談を受けており、生

活援護に関する相談（貸付等）が1,978件、

児童に関する相談（養育等）が 47 件であっ

た。相談の中には経済的なものも含まれてお

り、生活費の収支など現在の状況の総合的な

聞き取りを行い、そのなかで必要に応じて養

育費に関する助言を行うケースもある。 

母子・父子の自立に向けて引き続き養育費の

確保についても適宜対応していく。 

 

養育費について母子・父子自立支援員から弁護士等の専門家へ繋いだ

実績はないが、5-1㋐「母子・父子自立支援員等、弁護士による相談の充

実」の実績にあるように、平成31年度は、2,947件の相談を受けており、

生活援護に関する相談（貸付等）が2,160件、児童に関する相談（養育

等）が48件であった。相談の中には経済的なものも含まれており、生活

費の収支など現在の状況の総合的な聞き取りを行い、そのなかで必要に

応じて養育費に関する助言を行うケースもある。 

母子・父子の自立に向けて引き続き養育費の確保についても適宜対応し

ていく。 

 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【４．養育費確保等の推進】 
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№ 4-2㋑  項  目 相談体制の充実 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 専門相談員による相談の実施 

内容 養育費の取り決めや確保、子どもの面会交流について、専門相談員による相談を実施。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
 ㈳家庭問題情報センターの相談員と連携し、相談者への適切な助言を継続する。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

養育費相談事業において、養育費確保の専門相

談窓口の設置や養育費確保等の普及・啓発活動

に取り組んだ。 

 

  専門相談件数     3件 

  婦人相談件数   95件 

     

婦人相談事業における相談件数は増加傾向で

ある。 

 

養育費相談事業において、養育費確保の専門相談窓口の設置や養育費

確保等の普及・啓発活動に取り組んだ。 

 

  専門相談件数     1件 

  婦人相談件数   95件 

     

内、養育費に関する相談62件、面会交流に関する相談34件。 

 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【４．養育費確保等の推進】 
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№ 5-1㋐  項  目 相談機能の充実 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 母子・父子自立支援員等、弁護士による相談の充実 

内容 ひとり親家庭を対象に、生活・住居・子どもの養育や教育等について総合的な相談を行う。また、法律知識を要する専門的な相談に対しては、弁護士による相談を行う。 

  

対象 母子・父子・寡婦 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
相談者への適切な助言、対応に努め、関係機関等と連携しながら、円滑な相談を継続する。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

  

（母子父子自立支援員） 

相談処理件数   2,770件 

 

（弁護士） 

   相談件数       0件 

 

 

（母子父子自立支援員） 

   相談処理件数       2,947件 

 

（弁護士） 

   相談件数            0件 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 
 

施  策 【５．相談体制と情報提供の強化】 
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№ 5-1㋑  項  目 相談機能の充実 
 

 

  

担当課 子ども総合相談センター事務所 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 子育て支援相談の充実 

内容 

 松山市の０歳から１８歳までの子育て、発達、虐待、いじめ、不登校、問題行動などのさまざまな相談に対し、学校や関係機関と連携し対応する。また、養育支援が特に必要

である家庭に対し、保健師、保育士などの専門職がその居宅を訪問し、養育に関する助言、指導を行うことにより、当該家庭の適切な養育の確保に努めるとともに、若年妊婦な

どの特定妊婦に対して、産婦人科医や小児科医と連携して、育児不安の解消に努める。 

  

対象 母子・父子 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 

子育て相談や児童虐待に対し、県福祉総合支援センター等の関係機関及び当市の関係部局等との連携体制を強化し、より

迅速かつ的確な支援対応に努める。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

平成 30 年度に支援を実施した児童数   

2,051人 

平成 30 年度に支援を実施した特定妊婦数  

195人 

平成 30 年度に支援を実施した世帯数   

1,236世帯 

 

養育支援訪問を実施した世帯数 830世帯 

（うち、ひとり親家庭数 298 世帯

（35.9％）） 

養育支援訪問を実施した世帯の延訪問数  

2,641回 

 

令和元年度に支援を実施した児童数   2,333人 

令和元年度に支援を実施した特定妊婦数  216人 

令和元年度に支援を実施した世帯数   1363世帯 

 

養育支援訪問を実施した世帯数 835世帯 

（うち、ひとり親家庭数 278世帯（33.3％）） 

養育支援訪問を実施した世帯の延訪問数  2,718回 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【５．相談体制と情報提供の強化】 
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№ 5-2㋐  項  目 情報提供の充実・関係機関団体との連携強化 
 

 

  

担当課 子育て支援課及び関係各課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 情報提供の充実 

内容 
「ひとり親家庭のしおり」を市の関係窓口等に配布するとともに、市ホームページで各種制度の周知に努める。また、離婚届提出時に保険、年金、各手当等の受給手続きに漏

れがないようチラシによる案内も行う。 

  

対象 母子・父子・寡婦 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
 より分かりやすく、積極的な情報提供に努めていく。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

・「ひとり親家庭のしおり」を市のホームページ

に掲載するとともに、児童扶養手当の現況届

け時に全員に配布を行い、制度の周知広報に

努めた。配布数 約8,000部。 

 

・「ひとり親家庭のしおり」を市のホームページに掲載するとともに、児

童扶養手当の現況届け時に全員に配布を行い、制度の周知広報に努

めた。配布数 約8,000部。 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【５．相談体制と情報提供の強化】 
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№ 5-2㋑  項  目 情報提供の充実・関係機関団体との連携強化 
 

 

  

担当課 生活福祉総務課・子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 民生委員児童委員等との連携強化 

内容 民生児童委員が地域のひとり親家庭に対し相談に応じ、福祉制度の紹介や関係資料の作成を行うとともに、関係機関との連携を図る。 

  

対象 母子・父子・寡婦 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 

 ひとり親家庭等に関する施策について、当市の福祉事務所や関係機関等との連携強化に努めるとともに、情報提供を

より充実させる。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

 

児童扶養手当申請時の家庭状況の申し立

て内容の事実確認や母子父子寡婦福祉資金

貸付申請時の母子及び保証人に関する意見

書の作成について民生児童委員に依頼する

など、連携のもとに母子家庭等の支援に取り

組んだ。 

 

児童扶養手当申請時の家庭状況の申し立て内容の事実確認や母

子父子寡婦福祉資金貸付申請時の母子及び保証人に関する意見書

の作成について民生児童委員に依頼するなど、連携のもとに母子家

庭等の支援に取り組んだ。 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

施  策 【５．相談体制と情報提供の強化】 
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№ 5-2㋒  項  目 情報提供の充実・関係機関団体との連携強化 
 

 

  

担当課 子育て支援課 数値目標等 ― 

 

事業概要 
  

事業 関係機関・団体との連携強化 

内容 県福祉総合支援センター（児童相談所、婦人相談所）、母子・父子福祉団体、子育て関係団体等と連携しひとり親家庭等の自立支援や児童の健全育成に努める。 

  

対象 母子・父子・寡婦 

  

事業実施状況 
  

今後の取り組み 

平成２８～令和２年度（2016～2020年度） 
関係機関・団体との情報交換や連携強化を行い、連携事業のあり方についてより充実するよう検討していく。 

  

 
参考 

平成３０年度 実績 
令和元年度 実績 令和２年度 拡充予定・変更予定事項 

取り組み 

状 況 

・全国婦人相談員・心理判定員研究協議会に

出席し、関係機関との連携等について学ん

だ。 

・愛媛県総合福祉支援センターや愛媛県男女

共同参画センター、警察と連携し、ＤＶ被害者

の支援に取り組んだ。 

・母子婦人児童相談室でのＤＶ被害に関する

取扱い延べ件数 475件 

・さまざまな角度から検討を要する個別の支援

事案については、警察や学校、児童相談所な

どの関係機関が随時参集し、出来る限りの支

援策について協議し、連携して取り組んだ。 

・全国婦人相談員・心理判定員研究協議会に出席し、関係機関との連

携等について学んだ。 

・愛媛県総合福祉支援センターや愛媛県男女共同参画センター、警

察と連携し、ＤＶ被害者の支援に取り組んだ。 

・母子婦人児童相談室でのＤＶ被害に関する取扱い延べ件数 455件 

・さまざまな角度から検討を要する個別の支援事案については、警察

や学校、児童相談所などの関係機関が随時参集し、出来る限りの支援

策について協議し、連携して取り組んだ。 

 

特になし。 

達成度  年度計画を上回る ・ 概ね年度計画どおり ・ 年度計画を下回る  

 

施  策 【５．相談体制と情報提供の強化】 


